　　　　　萩市農業用施設工事費等補助事業補助金交付要綱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制定　令和５年４月１日

　（目的）
第１条　この要綱は、農道、水路、ため池、頭首工等農業用施設の適正な維持管理のため、その改修、補修等を行う際に必要な原材料費又は工事費の一部に対して、予算の範囲内において萩市農業用施設工事費等補助事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて必要な事項を定めることを目的とする。
（用語の定義）

第２条　この要綱において、次に掲げる用語の定義は、次の各号に定めるところとする。

(1) 農業用施設　農業に供する農道、水路、ため池、頭首工などの施設をいう。
(2) 工事費等　農業用施設の保全に行われる原材料費及び工事費をいう。

（補助金の交付対象者及び補助対象工事）
第３条　補助金は、農業用施設の維持管理を行っている団体又は個人で、次の各号のいずれにも該当し、市長が適当と認める者（以下「補助対象者」という。）に対して交付するものとする。
　(1) 工事等の契約者であること。
　(2) 市税等を滞納していないこと。
２　補助対象工事は、次の各号のいずれにも該当するものとする。ただし、市長が特に必要と認める場合はこの限りではない。
　(1) 改修、補修等の工事を行う農業用施設の受益者が２戸以上であること。
　(2) 既に当該補助金の交付を受けて実施した工事個所の工事等ではないこと。
　(3) 第６条の補助金交付決定前に着手していないこと。
（4）申請年度の３月２０日までに完了報告書が提出できる工事等であること。

(5) 市の他の補助金等と重複しないこと。
　（補助金の額）
第４条　補助金の額は、別表に定める分類ごとの補助対象経費に補助率を乗じて得た額の合計額とする。ただし、その合計額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
　（補助金の交付申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、工事等に着手する１月前までに市長に申請しなければならない。

　(1) 位置図
  (2) 見積書等
　(3) 現状カラー写真
（4）市税等調査同意書（別記第２号様式）

　(5) その他市長が必要と認める書類
２　補助金の交付を受けようとする者は、当該補助金に係る仕入れに関する消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和
６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに関する消費税等相当額が明らかでない場合については、この限りではない。

　（交付の決定）
第６条　市長は、前条に規定する補助金交付申請書を受理したときは、その内容について審査し、補助金を交付すべきものと決定したときは、補助金交付決定通知書（別記第３号様式）により当該申請をした者にその旨を通知するものとする。
２　市長は、前項に規定する補助金の交付決定する場合において必要があると認めるときは、条件を付すことができる。
　（工事等の変更及び中止）
第７条　前条の補助金交付決定通知書を受けた補助対象者（以下「交付決定者」という。）は、申請内容を変更し、又は中止しようとするときは、速やかに審査に必要な書類を添付して工事等（変更・中止）申請書（別記第４号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。
２　市長は、前項の申請書の提出があったときは、申請書類の内容を審査し、第６条の規定により通知した交付決定額等を変更する必要があると認めるときは、補助金変更交付決定通知書（別記第５号様式）により申請者に通知する。
３　交付決定を受けた補助対象の内容を変更する工事等は、前項の規定による補助金の変更交付決定の前に着手してはならない。
　（完了報告）
第８条　交付決定者は、当該補助事業を完了した日から起算して３０日以内に、又は申請年度の３月２０日のいずれか早い日までに、完了報告書（別記第６号様式）を次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　(1) 完成カラー写真

  (2) 支払いの確認ができる書類（領収書等）
  (3) その他市長が必要と認める書類
　（補助金の交付）
第９条　市長は、前条の規定による完了報告があったときは、提出書類の内容を審査及び現地検査を行うものとする。
２　市長は、前項の検査の結果、実施された補助対象工事の内容を適当と認めるときは、補助金の交付額を確定し、補助金交付確定通知書（別記第７号様式）により申請者に通知する。
３　前項の確定通知を受けた申請者は、補助金請求書（別記第８号様式）を市長に提出するものとする。
４　市長は、前項の請求書の提出があったときは、当該提出のあった日から起算して４０日以内に、補助金を交付するものとする。

　（交付決定の取消し等）
第１０条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決
　定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金があるときは、期限を定め
　て速やかにその全部又は一部の返還を命ずるものとする。

  (1) 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき。

  (2) 補助金を他の用途に使用したとき。

  (3) 補助金の交付決定又はこれに付した条件に違反したとき。
　(4) 必要な指示に従わなかったとき。

  (5) 前各号に定めるもののほか、この要綱の規定に違反したとき。
　（その他）
第１１条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、
　市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

別表（第４条関係）
	事業実施主体
	事業内容
	補助基準

	事業申請に係る受益者が２戸以上の団体等


	農道、水路、ため池、頭首工等農業用施設の適正な維持管理を図るため、その改修、補修等を行う際に必要な原材料費又は工事費の一部を補助する。
	申請内容の原材料費又は工事費に対して、その２／３以内を補助対象とする。

（補助限度額は、原材料費５万円、又は工事費１０万円とする。）

ただし、中山間地域等直接支払事業実施地域及び多面的機能支払事業実施地域は、原則対象外とする。


